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浜の活力再生プラン 

令和５年～９年度 

第２期 

１ 地域水産業再生委員会 

組織名 十島村地域水産業再生委員会 

代表者名 会長 前田 功一（十島村漁業協同組合 代表理事組合長） 

再生委員会の構成員 十島村漁業協同組合，十島村 

オブザーバー 鹿児島県（鹿児島地域振興局農林水産部林務水産課） 

対象となる地域の範囲及び漁業

の種類 

十島村（十島村漁協の地区） 

 一本釣り，曳き縄漁業  ３１名 

(刺網，素潜り，篭網，浮敷網漁業兼業を含む) 

（出典：十島村漁協令和４年度総会資料令和4

年６月時点正組合員） 

２ 地域の現状 

（１） 関連する水産業を取り巻く現状等

 十島村は，屋久島と奄美大島の間に点在する外洋孤立の小型多島からなる。そ

の行政範囲は南北約160㎞で，有人７島の内，最北の口之島までは鹿児島市から

の航路距離で約200㎞，最南の宝島までは，奄美市から約90㎞である。 

 主な漁業は，一本釣りや曳き縄などの釣り漁業や刺網漁業であり，そのほかイ

セエビや夜光貝の素潜り漁やトビウオの浮敷網などが営まれている。管内は黒潮

本流域にあり，瀬物魚類やカツオやカマス，サワラなどの浮魚の豊かな漁場であ

るが，サメによる被害が大きく，かかった獲物が食害にあうなど，釣り漁業に大

きな影響を与えている。また，沖合域を中心に近代化・大型化した管外漁船が十

島村の漁場を活用している反面，高齢化や後継者不足，漁労技術の遅れにより，

地元漁業者は漁場を有効利用できていないのが現状である。 

 また，唯一の公共交通機関は村営定期船で，鹿児島市～十島村～奄美市間を週

2～3便運航しているのみとなっており，長時間の運航や運航日の限定，台風や

季節風による欠航などがあり，高鮮度での出荷が困難なことに加え，海上輸送に

伴う運賃や諸費用が負担となっている。また，漁獲物を漁船で直接鹿児島市場に

持ち込む一部の漁業者にとっては，燃油等のコストも大きな負担になっている。 

 このため，漁業者は，離島交付金を活用して轟音玉によるサメ，イルカ被害軽

減を試みているほか，同じく離島交付金による活魚出荷，コブシメ柴漬け漁法の
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導入などに取り組んでいる。また，漁協は，県，県漁連及び村と連携して研修事

業や定住促進事業を活用した新規就業機会の創出に努めている。さらに，漁業者

は，燃料削減のための船底清掃を積極的に行い，村は，漁業者の輸送経費の軽減

と漁協を経由した出荷の促進のため，漁協を通じて鹿児島市場へ出荷した場合の

運賃補助などの支援策を継続している。 

このように，漁業収入向上と漁業コスト削減に向けて村，漁協，漁業者が取り

組んできたが，目標とする所得には至っていない。 

このため，更なる漁業収入の向上対策と漁業コスト削減を行うことにより，所

得を向上させ，地区の水産業の振興を図ることが課題となっている。 

（２） その他の関連する現状等

 平成23年10月には，(株)山口水産，十島村漁業協同組合，十島村役場の３者間

において，本村魚介類の買上げに係る協定を締結し，(株)山口水産が中之島加工

場で地元漁業者及び島外船等から漁獲物を買上げ，同社にて一時加工処理（フィ

レ）及び急速凍結等を行った上で，県内の大手ホテル及び京都・東京の高級料亭

やホテルなどにトカラ産ブランドの水産物として出荷してきたが，令和２年以降

は新型コロナの影響で取扱量，金額とも減少した。さらに，冷凍機器等の不調に

より，中之島及び漁業者が運営する平島の加工施設が一時休止するなど，加工原

料としての漁獲物流通が激減した。 

 また，Iターン，Uターン者の増加により，平成20年代後半には漁協組合員が一

次的に増加したが，新規就業者の廃業・転出，漁船事故による休業などが重なり

，組合員が減少している。 

 なお，新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から村から出されていた，遊漁

やダイビング案内に関する自粛要請の影響で，これらの業種と兼業していた漁業

者が漁業専業に移行したため，令和２～３年には一部の魚種，漁業者の水揚げ量

が一時的に増加したが，漁業外収入の減少も大きかった。 

 また，各島間や島と鹿児島本土間の交通が不便なため，多くの漁業者が一堂に

会することが困難である。また，高齢者が多くSNSなどの利用も難しい。このた

め，村のTV会議システムを活用するなどの対策を行ってきたが，施策の検討や

実施について意見交換や意思統一を図ることが難しく，多くの時間と手間が掛っ

てきた。 

３ 活性化の取組方針 

（１） 前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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（２） 今後の浜の活力再生プランの基本方針

Ⅰ 漁業収入の向上 

１ 既存漁業の漁獲量の増大 

・ サメ被害の軽減対策

サメによる漁獲物被害対策として実施する轟音玉にについて，前期は

時期や海域によって得られる効果が様々であった。今期プランでは，轟音

玉使用時の海況等のデータを収集し，より効率的に被害低減効果を得られ

る手法を開発する。さらに，轟音玉以外の対策手法についても情報収集を

行い，実践する。これらの取組により，サメによる漁獲物被害への対策を

施すことで漁獲量の増加を目指す。 

２ 新たな漁法の導入 

① 小規模浮魚礁の設置

小型漁船でも操業可能な，シビ，カツオ等を対象とした沿岸域での小規

模な浮魚礁について，村や漁協において，今後，設置に向けた作業を加速

させ，使用については漁業者間のルールを策定する等，新たな地先浮魚礁

利用型漁業の定着を図る。 

② 新漁具・漁法の導入

コブシメの柴漬け漁法については，漁業者により波浪の影響を受け難い

よう高さを調整するなどの改良をすすめ，漁法の定着を図る。 

また，キハダ旗流し釣りやソデイカ旗流し釣り等の新たな漁法を導入

し，島周辺の豊かな資源を有効利用出来るような対策（漁法の研修，装備

の充実，漁船の大型化等）を進める。 

３ 遠隔消費地（奄美・沖縄市場等）の卸売市場等への出荷拡大 

十島で漁獲される魚種については，瀬物やハタ類，ブダイ類等で鹿児島

市場より奄美，沖縄市場への出荷の方が，より高価な取引が期待できる

魚種もある。特に十島村南部の島については，奄美大島との地理的な近

さや交流の歴史等を活かし，奄美大島あるいは奄美を経由した沖縄への

漁獲物の出荷について，後述の鮮度保持技術の向上と合わせて漁協が輸

送経費や販売経路の調査を行い，出荷の可能性を検討する。 

４ 魚価の単価向上策 

① 活魚出荷の拡大

フエダイ類やシロダイなどの魚種では，鮮魚より活魚の方が１．５～２

倍の単価で取引されている事から，漁協で島からの活魚出荷方法を再検討

し，必要な資材，設備等を整備しながら，活魚出荷数量，金額の拡大を図

る 
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② 鮮度保持技術の向上

鹿児島出荷を行っている瀬物類（ハマダイ，アオダイ，キンメダイ等）

は比較的長期間鮮度が保たれ，現状でも鮮度に関する大きな問題はないが

，生き〆，血抜きの徹底などによる鮮度保持技術を向上させることで十島

産魚類の評価を高め，単価向上を目指す。そのため，村，漁協では再生委

員会とともに鮮度保持技術の進んだ奄美地区の視察研修や先進技術の習得

，必要な資材，機器等の導入を検討する。 

５ 加工品の開発及び販売促進 

① 冷凍・冷蔵加工品等の開発及び販売促進

冷凍設備の不調による稼働休止の影響が大きいことから，村，漁協から

メーカーへの働きかけを強め，迅速な修理や補修による，安定的な稼働を

図る。 

また，各島の水産加工場担当者により，簡易な冷凍保管設備（100～20

0㍑，-20℃冷凍ストッカー）の活用による経費削減と，島内の高齢者から

要望の強い小口の刺身商材の加工を拡充し，原料となる漁獲物の取扱量を

増加させる。 

② 高付加価値加工品の開発

未利用，低利用の水産物について，村，漁協と加工担当者は県水産技術

開発センターの助言等を求め，不足している土産品や常温保存可能な加工

品等の開発を進め，原料となる漁獲物の販売量を増加させる。 

６ 新規就業者の積極的な受入と育成 

村，漁協が国の新規就業者確保事業や村の定住対策事業（十島村就業

者奨励交付事業）を活用して，新規就業者の受け入れを積極的に進める。

また，新型コロナの関係で参加を見合わせている就業者フェア等への参加

を村と漁業集落が行い，新規就業希望者の発掘に努める。 

さらに，新たな漁法を導入するための研修の機会を村や漁業集落が設け

るなどで，新規就業者を育成するとともに，漁業経営基盤を強化すること

で新規参入者の定着を図る。 

７ 来島者の増加を見込んだ観光事業の強化 

村が要請していた釣りやダイビング案内に関する自粛が解かれ，今後，

兼業漁業者は，出漁日数の減少に伴う水揚量の減少が見込まれるものの，

来島者増加による釣りやダイビング案内による収入増加や島内消費の増加

が期待できるため，漁業外収入を含めた総合的な漁家の所得向上を目指す

。 
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Ⅱ 漁業コストの削減 

１ 燃料費削減 

漁業者により燃料費削減に効果的な船底清掃，省エネ航行，省エネ操業

を実施するとともに省エネ機器の導入を漁業者に働きかける。 

２ セーフティーネットの加入促進等 

燃油高騰時の対策として村，漁協がセーフティーネット加入を漁業者に

働きかける。 

３ 輸送経費・漁業用資材経費の軽減 

これまで同様，漁業者に対して漁協を通じた出荷を行うことにより経費

削減が図れることを広報するとともに，漁協は村の輸送コスト支援事業を

活用し，漁業者の鹿児島市場向け輸送経費の軽減を行う。また，出荷資材

，漁業資材についても漁協が県漁連経由での調達等を進め，少しでも経費

削減を目指す。 

（３） 漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

鹿児島県漁業調整規則による，イセエビ類とアサヒガニの禁漁期を漁業者が遵

守している。体長についても，イセエビ類は漁業調整規則，アサヒガニは漁業

調整委員会指示により設定されている制限を漁業者が遵守している。また，瀬

物類（ハマダイ，アオダイ等）については，十島村漁協資源管理計画により，

休漁日を月５日以上と定め，漁協として資源の維持・安定を図っている。 

（４） 具体的な取組内容

１年目（令和５年度） 所得向上（基準年比） ３．１％ 

漁業収入向

上のための

取組 

１ 既存漁業の漁獲量の増大 

・サメ被害軽減対策 

漁協で他県や他地区からサメ被害の軽減に効果的な駆除等の情

報収集を行う。 

２ 新たな漁法の導入 

① 小規模浮魚礁の設置

村と漁協で小型漁船でも操業可能な小規模浮魚礁の設置を目指

した情報収集を行う。また，過去の他地区における浮魚礁流出の

経験を踏まえ，黒潮本流の流れや台風の影響による流出を防ぐ方

法を検討する。

② 新漁具・漁法の導入

漁業者によりコブシメの柴漬け漁具の改良や設置場所の検討を
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行い，漁業集落と共に効果的な産卵誘因施設の検討を行う。 

村と漁協でキハダ旗流し釣りやソデイカ旗流し釣り等，新たな

導入が見込まれる漁法の情報収集を行う。 

３ 遠隔卸売市場（奄美・沖縄市場等）への出荷拡大 

奄美大島及び奄美経由での沖縄への瀬物やハタ，ブダイ類などの

出荷経路の開拓を目指し，村，漁協がその情報を収集する。 

４ 魚価の単価向上策 

① 活魚出荷の拡大

漁業者はこれまで実施してきたフエダイ等の活魚出荷を継続する

とともに，漁協ではこれまでの実績データの精査を行いながら，活

魚出荷のメリットを周知広報し，これまで活魚に取り組んでこなか

った組合員へ活魚出荷を促すとともに，必要に応じて資材，機材を

購入，整備する。 

③ 鮮度保持技術の向上

村，漁協が鮮度保持技術の先進地の事例を調査し，必要に応じて

漁業者が視察研修を実施する。

５ 加工品の開発及び販売促進 

① 加工場の安定稼働の維持

鮮魚・冷凍加工流通に重要な役割を担う村内水産加工場の安定的

な稼働を維持するため，漁協，加工場担当者が村と連絡を密にし，

加工場の休止が発生しないよう努める。 

② 冷凍・冷蔵加工品等の開発及び販売促進

加工担当者により冷凍ストッカーの活用方法の検討と，島内向け

小口の刺身商材の試験的販売を行い，売価設定などに関する基本デ

ータを収集する。 

③ 高付加価値加工品の開発

村，漁協及び加工担当者により各種加工品を製造している宝島水

産加工場の運営状況の調査及び県水産技術開発センターとの情報交

換を行い，加工材料に適した魚種の検討や加工方法を検討する。 

６ 新規就業者の積極的な受入と育成 

漁業集落は，村とともに新型コロナの関係で休止している就業者

フェア等への参加について検討するとともに，現在受け入れている

Ｕ・Ｉターン者や定住促進事業対象者に対し，定着に向けたフォロ

ーアップを行う。 

７ 来島者の増加を見込んだ観光事業の強化 

村による釣りやダイビング案内に関する自粛が解かれるため，兼
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業漁業者は，遊漁，ダイビング案内等による漁業外収入の増加を図

る。 

 

漁業コスト

削減のため

の取組 

 

 

 

 

 

 

１ 燃料費削減 

漁業者により燃料費削減に効果的な船底清掃，省エネ航行，

省エネ操業を実施するとともに省エネ機器の導入の促進を行う 

２ セーフティーネットの加入促進等 

燃油高騰時の対策として村，漁協がセーフティーネット加入

の広報を行う。 

３ 輸送経費の支援によるコスト削減 

漁協は，漁業者に対し，輸送コスト支援事業を活用することで漁

協を通じた鹿児島出荷のメリットを広報し，他地域と比べ割高とな

っている漁業者の輸送経費の軽減を行う。 

活用する支

援措置等 

 

 

 

 

 

・離島漁業再生支援交付金事業 

・漁業経営セーフティーネット構築事業 

・競争力強化型機器導入緊急対策事業 

・新規漁業就業者総合支援事業 

・浜の活力再生・成長促進交付金事業 

・特定離島ふるさとおこし推進事業 

・鹿児島県地域振興推進事業 

 

   ２年目（令和６年度） 所得向上（基準年比）４．９％ 

漁業収入向

上のための

取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 既存漁業の漁獲量の増大 

・サメ被害軽減対策 

漁協及び漁業者により，サメ被害の軽減に効果的な轟音玉の使

用方法について，収集した情報に基づいた試験・検討を実施する 

２ 新たな漁法の導入 

 ① 小規模浮魚礁の設置 

村と漁協及び漁業者で適地，施設規模，設置方法の検討を行い

，小型漁船でも操業可能な小規模浮魚礁の設置を目指す。 

 ② 新漁具・漁法の導入 

漁業集落と漁業者でコブシメの柴漬け漁具の改良や設置場所に

ついての検討を行い，効果的な産卵誘因施設の試験設置を実施す

る。事務局でキハダ旗流し釣りやソデイカ旗流し釣り等について

，新たな導入の可能性を検討する。 

３ 遠隔卸売市場（奄美・沖縄市場等）への出荷拡大 
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奄美大島及び奄美経由での沖縄への瀬物やハタ，ブダイ類などの

出荷経路の開拓を目指し，村，漁協で奄美漁協等との協議を実施す

る。 

４ 魚価の単価向上策 

① 活魚出荷の拡大

活魚出荷を行ってきた漁業者は活魚出荷を継続し，漁協が活魚出

荷実績のデータ精査を行うとともに，活魚出荷のメリットを周知広

報する。また，これまで活魚に取り組んできた組合員も島内の他の

漁業者に対し活魚出荷のメリットを周知広報することで活魚出荷に

取り組む漁業者数の増加を図り，必要に応じて漁協が資材，機材を

購入，整備する。 

② 鮮度保持技術の向上

村，漁協が鮮度保持技術の先進地の事例を調査し，必要に応じて

視察研修を実施する。

５ 加工品の開発及び販売促進 

① 加工場の安定稼働の維持

鮮魚・冷凍加工流通に重要な役割を担う村内水産加工場の安定的

な稼働を維持するため，漁協，加工場担当者が村と連絡を密にし，

加工場の休止が発生しないよう努める。 

② 冷凍・冷蔵加工品等の開発及び販売促進

加工担当者により冷凍ストッカーの活用方法の検討と，島内向け

小口の刺身商材の試験的販売を継続し，販路拡大，規模拡大につい

て検討する。 

➂ 高付加価値加工品の開発

加工担当者が加工材料に適した魚種の加工方法について，県水産

技術開発センターの助言を受けながら具体的加工方法を検討する。 

６ 新規就業者の積極的な受入と育成 

漁業集落は，村とともに新型コロナの関係で休止している就業者

フェア等へ参加するとともに，現在受け入れているＵ・Ｉターン者

や定住促進事業対象者に対し，定着に向けたフォローアップを行う

。 

７ 来島者の増加を見込んだ観光事業の強化 

前年度に引き続き，兼業漁業者は，遊漁，ダイビング案内等によ

る漁業外収入の増加を図る。 

漁業コスト １ 燃料費削減 



- 10 - 

削減のため

の取組 

 

 

 

 

 

 

 

漁協で燃料費削減に効果のある船底清掃，省エネ航行，省エネ操

業省エネ機器の導入についての広報を継続し，漁業者の燃料

費削減を目指す。 

２ セーフティーネットの加入促進等 

村，漁協で燃油高騰時の対策としてセーフティーネット加

入の広報及び加入促進を継続して行う。 

３ 輸送経費の支援によるコスト削減 

漁協は，漁業者に対し，輸送コスト支援事業を活用することで漁

協を通じた鹿児島出荷のメリットを広報し，他地域と比べ割高とな

っている漁業者の輸送経費の軽減を継続して実施する。 

活用する支

援措置等 

 

 

 

 

 

・離島漁業再生支援交付金事業 

・漁業経営セーフティーネット構築事業 

・競争力強化型機器導入緊急対策事業 

・新規漁業就業者総合支援事業 

・浜の活力再生・成長促進交付金事業 

・特定離島ふるさとおこし推進事業 

・鹿児島県地域振興推進事業 

  

  ３年目（令和７年度） 所得向上（基準年比）６．６％ 

漁業収入向

上のための

取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 既存漁業の漁獲量の増大 

 ・サメ被害軽減対策 

サメ被害の軽減に効果的な轟音玉の効率的使用方法について，

漁業者による実証試験を実施する。 

２ 新たな漁法の導入 

①  小規模浮魚礁の設置 

村と漁協及び漁業者により新たに設置した浮魚礁を活用した操

業の実態調査を行い，効果の把握に努める。 

②  新漁具・漁法の導入 

漁業者によるコブシメの柴漬け漁具の改良や設置場所の改良試

験の効果を漁業集落で検証し，さらなる改良の可能性についてに

ついて検討を加える。 

漁業者によりキハダ旗流し釣りやソデイカ旗流し釣り等，新た

な漁法の試験操業を実施する。 

３ 遠隔卸売市場（奄美・沖縄市場等）への出荷拡大 

 奄美大島及び奄美経由での沖縄への瀬物やハタ類，ブダイ類など

の出荷経路の開拓を目指し，村，漁協で試験的出荷の可能性を検討
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する 

４ 魚価の単価向上策 

① 活魚出荷の拡大

これまで活魚出荷を行ってきた漁業者は活魚出荷を拡大し，漁協

では活魚出荷実績のデータ精査を行うとともに，活魚出荷のメリッ

トを周知広報し，これまで活魚に取り組んでこなかった地区での活

魚出荷の可能性を検討する。 

② 鮮度保持技術の向上

村，漁協で鮮度保持技術の先進事例（ファインバブルの活用等）

の試験を実施に必要な機材，資材購入を検討する。

５ 加工品の開発及び販売促進 

① 加工場の安定稼働の維持

鮮魚・冷凍加工流通に重要な役割を担う村内水産加工場の安定的

な稼働を維持するため，漁協，加工場担当者が村と連絡を密にし，

加工場の休止が発生しないよう努める。 

② 冷凍・冷蔵加工品等の開発及び販売促進

加工担当者が冷凍ストッカーを活用し，島内向け小口の刺身商材

の試験的販売を本格化する。 

➂ 高付加価値加工品の開発

加工担当者が県水産技術開発センターの助言をもとに，新製品の

試作を行う。 

６ 新規就業者の積極的な受入と育成 

漁業集落は，村とともに就業者フェア等へ参加するとともに，現

在受け入れているＵ・Ｉターン者や定住促進事業対象者に対し，定

着に向けたフォローアップを行う。 

７ 来島者の増加を見込んだ観光事業の強化 

前年度に引き続き，兼業漁業者は，遊漁，ダイビング案内等によ

る漁業外収入の増加を図る。 

漁業コスト

削減のため

の取組 

１ 燃料費の削減 

漁協で燃料費削減に効果のある船底清掃，省エネ航行，省エネ操

業省エネ機器の導入についての広報を継続して行い，漁業者

の燃料費削減を目指す。 

２ セーフティーネットの加入促進等 

村，漁協で燃油高騰時の対策としてセーフティーネット加

入の広報を強化するとともに，加入促進を継続して行う。 
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３ 輸送経費の支援によるコスト削減 

漁協は，漁業者に対し，輸送コスト支援事業を活用することで漁

協を通じた鹿児島出荷のメリットを広報し，他地域と比べ割高とな

っている漁業者の輸送経費の軽減を継続して実施する。 

活用する支

援措置等 

 

 

 

 

 

・離島漁業再生支援交付金事業 

・漁業経営セーフティーネット構築事業 

・競争力強化型機器導入緊急対策事業 

・新規漁業就業者総合支援事業 

・浜の活力再生・成長促進交付金事業 

・特定離島ふるさとおこし推進事業 

・鹿児島県地域振興推進事業 

  

  ４年目（令和８年度） 所得向上（基準年比）８．３％ 

漁業収入向

上のための

取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 既存漁業の漁獲量の増大 

・サメ被害軽減対策 

漁業者が轟音玉による効果的なサメ被害の軽減対策を行うとと

もに，県内他地区で実施されている他の対策についても試行する 

  

２ 新たな漁法の導入 

 ① 小規模浮魚礁の設置 

村と漁協で小規模浮魚礁を活用した操業の実態調査を行うこと

による効果の把握について，継続して実施するとともに新たな地

区での設置を検討する。 

 ② 新漁具・漁法の導入 

漁業集落でコブシメの柴漬け漁具の改良や設置場所の改良試験

の効果の検証を継続し，さらなる改良の可能性について検討を加

える。 

キハダ旗流し釣りやソデイカ旗流し釣り等について，漁業者が

試験操業を継続するとともに，村，漁協が試験実績に基づく効果

を検証する。 

３ 遠隔卸売市場（奄美・沖縄市場等）への出荷拡大 

奄美大島及び奄美経由での沖縄への瀬物やハタ類，ブダイ類など

の出荷経路の開拓を目指し，漁業者が試験的出荷を実施する。 

４ 魚価の単価向上策 

①  活魚出荷の拡大 

漁協は活魚出荷実績のデータ精査を行うとともに，これまで取り
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組んでこなかった地区で，資材，機材を購入，整備を行いながら漁

業者のさらなる活魚試験出荷を促進する。 

② 鮮度保持技術の向上

漁業者によりファインバブル等の新技術を用いた鮮度保持試験を

実施する。

５ 加工品の開発及び販売促進 

① 加工場の安定稼働の維持

鮮魚・冷凍加工流通に重要な役割を担う村内水産加工場の安定的

な稼働を維持するため，漁協，加工場担当者が村と連絡を密にし，

加工場の休止が発生しないよう努める。 

② 冷凍・冷蔵加工品等の開発及び販売促進

島内向け小口の刺身商材の売上増大のため，村，漁協及び加工担

当者で加工・販売体制の整備について検討を行う。 

➂ 高付加価値加工品の開発

村，漁協及び加工担当者で新製品の改良やパッケージ，販路開拓

の検討を行う。 

６ 新規就業者の積極的な受入と育成 

漁業集落は，村とともに就業者フェア等へ参加を継続するととも

に，受け入れているＵ・Ｉターン者や定住促進事業対象者に対し，

定着に向けたフォローアップを継続して実施する。 

７ 来島者の増加を見込んだ観光事業の強化 

前年度に引き続き，兼業漁業者は，遊漁，ダイビング案内等によ

る漁業外収入の増加を図る。 

漁業コスト

削減のため

の取組 

１ 燃料費削減 

漁協で燃料費削減に効果のある船底清掃，省エネ航行，省エネ操

業省エネ機器の導入についての広報を継続，強化し，燃料費

削減を目指す。 

２ セーフティーネットの加入促進等

村，漁協で燃油高騰時の対策としてセーフティーネット加

入の広報を強化するとともに，加入促進を継続して行う。 

３ 輸送経費の支援によるコスト削減 

漁協は，漁業者に対し，輸送コスト支援事業を活用することで漁

協を通じた鹿児島出荷のメリットを広報し，他地域と比べ割高とな

っている漁業者の輸送経費の軽減を継続して実施する。 
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活用する支

援措置等 

・離島漁業再生支援交付金事業 

・漁業経営セーフティーネット構築事業 

・競争力強化型機器導入緊急対策事業 

・新規漁業就業者総合支援事業 

・浜の活力再生・成長促進交付金事業 

・特定離島ふるさとおこし推進事業 

・鹿児島県地域振興推進事業 

５年目（令和９年度） 所得向上（基準年比）１０．１％ 

漁業収入向

上のための

取組 

１ 既存漁業の漁獲量の増大 

・サメ被害軽減対策 

轟音玉や他の対策を併用し，漁業者が効果的なサメ被害の軽減

対策を実施する。 

２ 新たな漁法の導入 

① 小規模浮魚礁の設置

村と漁協で小規模浮魚礁を活用した操業の実態調査を行うこと

による効果の把握について，継続して実施するとともに，漁業集

落により新たな地区での小型浮魚礁の設置を実施する。

② 新漁具・漁法の導入

漁業集落でコブシメの柴漬け漁具の改良や設置場所，効果につ

いて検証を行い，継続的な事業実施体制を構築する。

キハダ旗流し釣りやソデイカ旗流し釣り等について，村，漁協

で試験操業の効果を検証し，継続的な事業実施体制を構築する。 

３ 遠隔卸売市場（奄美・沖縄市場等）への出荷拡大 

奄美大島及び奄美経由での沖縄への瀬物やハタ類，ブダイ類など

の試験的出荷について，村，漁協で経済性等を検証し，漁業者によ

る持続的な事業実施体制を構築する。 

４ 魚価の単価向上策 

① 活魚出荷の拡大

漁協で活魚出荷実績のデータ精査を継続して行い，漁業者が活魚

出荷を継続的に実施するための体制を構築する。 

② 鮮度保持技術の向上

村，漁協で新技術を用いた鮮度保持について効果の検証を行い，

漁業者が継続的な実施に向けての体制を構築する。

５ 加工品の開発及び販売促進 

①加工場の安定稼働の維持 
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鮮魚・冷凍加工流通に重要な役割を担う村内水産加工場の安定的

な稼働を維持するため，漁協，加工場担当者が村と連絡を密にし，

加工場の休止が発生しないよう努める。 

② 冷凍・冷蔵加工品等の開発及び販売促進

加工担当者により冷凍ストッカーを用いた島内向け小口の刺身商

材の，加工，販売体制の確立を行う。 

➂ 高付加価値加工品の開発

加工担当者が新製品の試験販売を実施し，経済性の検証と共に，

販路の開拓を行う。 

６ 新規就業者の積極的な受入と育成 

漁業集落は村とともに就業者フェア等へ参加を継続するとともに

，受け入れているＵ・Ｉターン者や定住促進事業対象者に対し，定

着に向けたフォローアップを継続して実施する。 

７ 来島者の増加を見込んだ観光事業の強化 

前年度に引き続き，兼業漁業者は，遊漁，ダイビング案内等によ

る漁業外収入の増加を図る。 

漁業コスト

削減のため

の取組 

１ 燃料費の削減 

漁協で燃料費削減に効果のある船底清掃，省エネ航行，省エネ操

業省エネ機器の導入についての広報を継続，強化し，漁業者

の燃料費削減を目指す。 

２ セーフティーネットの加入促進等 

村，漁協で燃油高騰時の対策としてセーフティーネット加

入の広報を強化するとともに，加入促進を継続して行う。 

３ 輸送経費の支援によるコスト削減 

漁協は，漁業者に対し，輸送コスト支援事業を活用することで漁

協を通じた鹿児島出荷のメリットを広報し，他地域と比べ割高とな

っている漁業者の輸送経費の軽減を継続して実施する。 

活用する支

援措置等 

・離島漁業再生支援交付金事業 

・漁業経営セーフティーネット構築事業 

・競争力強化型機器導入緊急対策事業 

・新規漁業就業者総合支援事業 

・浜の活力再生・成長促進交付金事業 

・特定離島ふるさとおこし推進事業 

・鹿児島県地域振興推進事業 
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（４）関係機関との連携

鹿児島県鹿児島地域振興局（林務水産課水産係） 

  情報収集・分析・事業実績・効果確認 

鹿児島県水産技術開発センター 

  情報収集・分析，調査手法の妥当性確認 

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上１０％以上 基準年 平成２９年度～令和３年度５年平均： 

漁業所得（地区総額） 

目標年 令和９年度： 

漁業所得（地区総額）

（２）上記の算出方法及びその妥当性

（３）所得目標以外の成果目標

漁業者数（漁協を通じて出

荷する漁業者数） 

基準年 平成２９年度～令和３年度５年平均： 

１６．８人 

目標年 令和９年度： 

２１人 

（４）上記の算出方法及びその妥当性

 漁協を通じて鹿児島市場に出荷することで，単価上昇が期待できることや鹿児島ま

での出荷経費が削減できることを広報周知し，漁協を通じた出荷を促進することで漁

協を通じた出荷者を年１名ずつの増加を目指す 

（５）関連施策

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

離島漁業再生支援交付金事業 漁業収入向上のための取組全般（活魚出荷，鮮度向上他） 

漁業経営セーフティーネット

構築事業 

燃油経費の削減 

漁船導入緊急支援事業 省力化省エネ漁船の導入による燃油削減 

競争力強化型機器導入緊急対

策事業 

省力化機器省エネ機関の導入による燃油削減 
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新規漁業就業者総合支援事業 新規就業者の受入・育成 

浜の活力再生・成長促進交付金

事業 

収入の増加，支出の削減全般 

特定離島ふるさとおこし推進事

業 

漁業収入向上のための取組全般及び燃油削減（県単） 

鹿児島県地域振興推進事業 収入の増加，支出の削減全般（県単） 


